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１ 高齢者計画・第8期介護保険事業計画とは

2

本計画は、３年ごとに見直す法定計画

計画期間： 令和３年４月１日～令和６年３月３１日

背景

後期高齢者人
口の増加

認知症高齢
者の増加

生産年齢人
口の減少

人生１００年時代
の到来

高齢者のみ世帯・高齢
者一人世帯の増加

８０５０問題＊

の相談増加

老老介護の
増加

介護 医療

住まい

移動手段
就労

権利擁護

人材不足

災害

保険料の負担

感染症

こうした課題の解決や不安解消に向けて、

２０４０年を見据え、３年間の方針を示します。



～いつまでも「望む生活」を送ることができる生涯現役のまち八王子～

基本方針① 多様な地域資源と専門職等のケアを連動させた「地域包括ケアシステム」の構築

２ 目指すまちのイメージ（体系図）
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保険外サービス シルバー人材センター はちおうじ人生100年サポート企業 シニア元気塾 有償・無償ボランティア プロボノ

通いの場
基本方針② 健康寿命延伸に向けた自立・セルフケア意識の醸成

柱３ 認知症との共生と予防

NPO活動 就労 サロン・シニアクラブ 助け合い活動 生涯学習 趣味・サークル活動 認知症サポーター 認知症サロン

要介護認定の適正化介護現場の革新

介護人材の確保・育成・定着

柱５ 介護保険制度の
持続可能性確保

給付の適正化

生活支援コーディネーター
（地域資源開発・マッチング）

自
立
期

介
入
期

支
援
期

基本方針③ 「暮らし方を選択できる地域づくり」に向けた基盤整備

介護保険サービスの基盤整備

在宅サービス 施設・居住系サービス
在宅生活の支援 家族介護者の支援

住み慣れた地域・自宅柱４ 在宅生活の支援

支援が必要になった時 支援・介護のための

アセスメント強化
（ニーズや可能性を分析）

リエイブルメント

（再自立）

柱２ 自立支援・重度化防止

保険者機能強化

「自立・セルフケア」
の意識の醸成

・高齢者あんしん相談センター

・成年後見・あんしん

サポートセンター八王子

・在宅医療相談窓口

・医療機関（医師会・歯科医師会・

薬剤師会）

・八王子市高齢者救急医療体制広

域連合会

相談機関

柱１ 地域ネットワークの充実

地域づくり

短期集中予防サービス

プロダクティブ・エイジング

（社会参加）



３ 計画の構成
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基本理念（目指すビジョン）

いつまでも｢望む生活｣を送ることができる生涯現役のまち八王子

基 本 方 針

多様な地域資源と専門職等
のケアを連動させた地域包
括ケアシステムの構築

健康寿命延伸に向けた自立・
セルフケア意識の醸成

「暮らし方を選択できる
地域づくり」に向けた
基盤整備

計 画 の 柱

１ 地域ネットワークの充実

２ 自立支援・重度化防止

３ 認知症との共生と予防

４ 在宅生活の支援

５ 介護保険制度の持続可能性の確保
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４ 基本施策 「柱１ 地域ネットワークの充実」抜粋

■施策１

【重】《新》地域における包括的な支援の充実
〇地域ケア推進会議（市全域の地域ケア会議）による地域課題を施策につなげる

仕組みの構築
☆複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を整備

（重層的支援事業） ⇒詳細は、後程説明

■施策２

【重】《充》生活支援体制整備の推進
〇各高齢者あんしん相談センターに生活支援コーディネーターを配置
☆就労的活動支援コーディネーターを配置
☆プロボノ活動の推進

■施策３
《充》 医療介護連携の推進

〇高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施
〇在宅医療・介護の普及促進（ケママネ研修⇒円滑な入退院支援等）

■施策４
権利擁護の推進

〇権利擁護に係る横断的な課題解決に向けた取組の推進
〇高齢者虐待防止の強化

【重】・・・重点 【新】・・・新規 【充】・・・充実
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４ 基本施策 「柱２ 自立支援・重度化防止」抜粋

■施策５
《新》 後期高齢者の実態把握と事業評価サイクルの構築

☆後期高齢者実態把握事業の実施

■施策６
【重】《新》リエイブルメント（再自立）の推進

☆短期集中予防サービスを中心とした総合事業の充実
☆リハビリテーションサービス提供体制の構築

■施策７

【重】《新》介護予防・健康づくりの習慣化に向けた
セルフマネジメントの推進

☆ICTの活用やリハビリテーション専門職の介入による健康づくりの習慣化の構築

■施策８

【重】《新》生涯現役社会の構築と積極的な社会参加
～プロダクティブ・エイジングの普及～

〇高齢者のニーズに即した多様な通いの場の「見える化」と参加促進
〇就労支援の強化
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４ 基本施策 「柱３ 認知症との共生と予防」抜粋

■施策９

認知症との共生

〇認知症に関する普及啓発・本人発信支援

〇医療・ケア・介護サービス・介護者への支援
・日本版BPSDケアプログラム ⇒詳細は、後程説明

☆認知症高齢者等社会参加活動体制事業の実施

■施策10
【重】《新》認知症の予防

〇認知症の早期発見や予防にかかる効果測定と連動した事業の実施
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４ 基本施策 「柱４ 在宅生活の支援」抜粋

■施策１１

在宅生活を支える支援

〇多様な主体による「移動支援」の充実
〇ゆるやかな「見守り体制」と生活支援の充実

〇「住まいの支援」の充実

■施策１２
家族介護者の支援

〇家族介護者の介護負担軽減

■施策１３
【重】 介護サービス基盤の整備

〇在宅介護を支える地域密着型サービスの整備促進

■施策１４
災害時支援体制と感染症対策

〇災害時支援体制の構築
〇感染症対策の充実
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４ 基本施策 「柱５ 介護保険制度の持続可能性確保」抜粋

■施策１５
【重】《新》適切なサービス利用に向けた窓口機能の強化
☆窓口におけるコーディネート機能強化

■施策１６
要介護認定の適正化

〇認定調査員の育成及び資料点検の実施

■施策１７
給付の適正化

〇ケアプラン点検 ⇒リモート形式で実施予定

☆住宅改修サービスの効果検証

■施策１８
【重】《充》介護人材の確保・定着・育成
〇介護人材の確保・定着・育成の強化（研修と就職フェアの一体的実施、

資格取得補助、外国人介護従事者日本語研修等）

■施策１９
《新》 介護現場の生産性向上
〇介護現場の生産性向上に向けた取組の推進（ICTの活用、介護職機能分化等）

■施策２０
《新》 成果連動型民間委託契約方式の導入
☆成果連動型民間委託契約方式（PFS)の導入
（成果に応じた事業委託料の支払い）
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種
別

広域型 地域密着型

住
宅
型
有
料

老
人
ホ
ー
ム

サ
ー
ビ
ス
付
き

高
齢
者
向
け
住
宅

介
護
老
人
福
祉

施
設

（
特
別
養
護
老
人

ホ
ー
ム
）

介
護
老
人
保
健
施
設

介
護
療
養
型
医
療
施
設

介
護
医
療
院

特
定
施
設
入
居
者

生
活
介
護

認
知
症
対
応
型

共
同
生
活
介
護

(

認
知
症
高
齢
者

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
）

特
定
施
設
入
居
者

生
活
介
護

介
護
老
人
福
祉
施
設
入
居
者
生

活
介
護
（
特
別
養
護
老
人
ホ
ー

ム
）

従
来
型

多
床
室

ユ
ニ
ッ
ト

合
計

（（令
和
２
年
度

見
込
み
）

施設数
17 8

8 3 2 25 25
（整備中含む）

0 3 20 26
（登録済）25

定員数（床） 2,497 927 167 489 2,403 440
（整備中含む）

0 87 699 790
（登録済）

第８期整備目標
（公募予定数）

― ― ― ― ― ― ６施設 ― ― ※ ※

４ 基本施策 第８期計画中の施設整備方針①

施設・居住系サービスの整備方針
施設数
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４ 基本施策 第８期計画中の施設整備方針②

種
別

訪問型 通所型 複合的サービス

定期巡回・随時対
応型訪問介護看護
※サテライト型含む

夜間対応型訪問介
護

認知症対応型通所
介護

（認知症対応型デイ
サービス）

地域密着型
通所介護
（ 地 域 密 着 型 デ イ
サービス）

※総合事業のみの
実施事業所を含む

小規模多機
能型居宅介
護
※サテライト型含む

看護小規模
多機能型居
宅介護

合計（令和２年度見込み） 5 4 17 92 18 2

第８期整備目標
（公募予定数）

若干数
（空白地域優先）

― ― 総量規制
（事業所数の維持また

は減少）

４事業所
（小多機・看多機含む）

種
別

訪問型 通所型 短期入所

居 宅 介 護
支援

※居宅ケア
マネー

ジャーの人
数

訪問介護
訪 問 入 浴
介護＊

訪問看護

※サテライ
ト型含む

訪問リハビ
リ テ ー シ ョ
ン

居 宅 療 養
管理指導

通所
介護

（ デ イ サ ー
ビス）

※サテライ
ト型含む

通所リハビ
リ テ ー シ ョ
ン
（デイケア）

短 期 入 所
生活介護

短 期 入 所
療養介護

合計（令和２年度見込み） 125 8 3７ 2 0 82 8 3１ 12 560

第８期整備目標
（公募予定数）

― ― ― ― ―
総量規制
（事業所数
の維持また

は減少）
― ― ― ―

在宅サービスの整備方針 事業所数
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５ 介護保険料について

◆第８期介護保険料の所得段階別設定
◆第８期介護保険料の基準額

議案送付前のため、令和3年3月31日
まで非公開となります。
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６ 計画の評価 抜粋

第８期計画では、３年間の活動目標（アウトプット）を設定するとともに、中間成果として５つの柱ごとに活
動成果（アウトカム）を図るための目標値（KPI）を設定し、中間成果の達成度で評価を行います。

【中間成果】活動成果（アウトカム） ※一部抜粋

計画の柱 評価指標
現状値 目標値（KPI）

第7期計画 第8期計画

１ 地域ネットワークの充実
高齢者あんしん相談センターの認知度 41.7% 50.０％

要介護認定者のうち在宅介護を利用している人の割合 63.2％ 利用率の上昇

２ 自立支援・重度化防止
新規要支援・要介護認定者の平均年齢 80.1歳 平均年齢の上昇

社会参加をしている高齢者の割合 29.2% 割合の上昇

３ 認知症との共生と予防

認知症の人も地域活動に役割をもって参加した方が良い
思う人の割合

【一般高齢者】
49.9%

【一般高齢者】
割合の上昇

認知症Ⅱa以上の新規認定を受けた時点の平均年齢 82.0歳 平均年齢の上昇

４ 在宅生活の支援
日常的な移動に困難を感じている人の割合

【一般高齢者】
11.3%

【要支援・要介護認定者】
63.6％

【一般高齢者】
割合の低下

【要支援・要介護認定者】
割合の低下

就労継続が可能な介護者の割合 75.6% 割合の上昇

５ 介護保険制度の持続可能性確保
要支援認定者の介護保険サービスの実利用率 25.8% 実利用率の上昇

介護人材の不足を感じる事業者割合 64.3% 割合の低下
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７ 現状と課題分析 ～本市の特徴①～

-POINT-

本市は、軽度認定者
（要支援１・２、要介護１）
の割合が、他自治体と比
べて、高いという結果が
出ています。

本計画では、この分析
を進めるとともに、アセ
スメントを強化し、適正
なサービス利用へつな
いでいきます。

資料：平成２７年、平成３０年及び令和２年・・・福祉部介護保険課「介護保険事業報告」（各年９月末時点）〔単位：人〕
令和７年及び令和２２年・・・福祉部介護保険課〔単位：人〕

要支援認定者・要介護認定者数
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７ 現状と課題分析 ～本市の特徴②～

72.9% 72.0% 71.6% 71.4% 71.0% 70.6% 70.2% 70.2% 70.1% 70.1% 69.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

旭川市 姫路市 高槻市 松山市 八王子市 郡山市 福山市 西宮市 長崎市 下関市 岡崎市

図表２－７ 認定者に占める軽度者割合（中核市（60市）中、上位10市）

資料：令和元年 保険者シート

-POINT-

中核市の中でも、５番目

に認定者に占める軽度者
の割合が高い。

八王子市

71.0％

認定者に占める軽度者割合（中核市(６０市）中、上位10市 抜粋
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７ 現状と課題分析 ～本市の特徴③～

6期計画始期 7期計画始期 現状値

平成27年
（2015年）

平成30年
（2018年）

令和2年
（2020年）

八王子市

要支援認定者 54.5 22.9 25.3

要介護認定者 82.8 82.7 86.1

合計 74.2 64.7 68.0

東京都

要支援認定者 57.0 30.8 34.3

要介護認定者 85.3 86.0 86.1

合計 77.4 70.4 71.3

全国

要支援認定者 63.8 37.4 40.4

要介護認定者 86.0 86.6 86.5

合計 79.7 72.9 73.6

要支援・要介護度別介護サービス実利用率

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告月報（暫定版）」（各年９月分）から算出〔単位：%〕
※算出方法：要支援・要介護度毎の「介護予防支援・居宅介護支援、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、
居住系サービス、施設系サービス」の利用者数の合計値を分子、要支援認定者・要介護認定者数を分母とする。

-POINT-

本市は、全国・東
京都と比べて、特
に要支援認定者
の実利用率が低
い結果が出ていま
す。

本計画では、この
分析を進めるとと
もに、アセスメント
を強化し、適正な
サービス利用へつ
ないでいきます。



～いつまでも「望む生活」を送ることができる生涯現役のまち八王子～

基本方針① 多様な地域資源と専門職等のケアを連動させた「地域包括ケアシステム」の構築

８ 計画のポイント（体系図）
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保険外サービス シルバー人材センター はちおうじ人生100年サポート企業 シニア元気塾 有償・無償ボランティア プロボノ

通いの場
基本方針② 健康寿命延伸に向けた自立・セルフケア意識の醸成

柱３ 認知症との共生と予防

NPO活動 就労 サロン・シニアクラブ 助け合い活動 生涯学習 趣味・サークル活動 認知症サポーター 認知症サロン

要介護認定の適正化介護現場の革新

介護人材の確保・育成・定着

柱５ 介護保険制度の
持続可能性確保

給付の適正化

生活支援コーディネーター
（地域資源開発・マッチング）

自
立
期

介
入
期

支
援
期

基本方針③ 「暮らし方を選択できる地域づくり」に向けた基盤整備

介護保険サービスの基盤整備

在宅サービス 施設・居住系サービス
在宅生活の支援 家族介護者の支援

住み慣れた地域・自宅柱４ 在宅生活の支援

支援が必要になった時 支援・介護のための

アセスメント強化
（ニーズや可能性を分析）

リエイブルメント

（再自立）

柱２ 自立支援・重度化防止

保険者機能強化

「自立・セルフケア」
の意識の醸成

・高齢者あんしん相談センター

・成年後見・あんしん

サポートセンター八王子

・在宅医療相談窓口

・医療機関（医師会・歯科医師会・

薬剤師会）

・八王子市高齢者救急医療体制広

域連合会

相談機関

柱１ 地域ネットワークの充実

地域づくり

短期集中予防サービス

プロダクティブ・エイジング

（社会参加）

ポイント
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８ 計画のポイント 「自立支援・重度化防止」

支援が必要になった時

適切なサービス利用に向けた窓口機能の強化

支援・介護のためのアセスメント強化
（ニーズや可能性を分析）

③プロダクティブ・エイジング
（社会参加）

②「自立・セルフケア」
の意識の醸成

短期集中予防サービス
（通所C・訪問C）

「暮らし方を選択できる地域づくり」に向けた基盤整備

住み慣れた地域・自宅（地域密着型サービスの整備）

自らの力で「望む生活」を再獲得
するための専門職による伴走支援

暮らしと健康の自己管理を支える
仕組みの構築と定着

活動的な日常生活を目指した
多様な社会参加促進と地域資源の充実自

立
期

介
入
期

支
援
期

これまでとは異なる介護予防の推進 ３
つ
の
視
点
（①
～
③
）が
連
動
し
、
循
環
す
る
仕
組
み
の
構
築

①リエイブルメント
（再自立）
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リエイブルメントを支える「自立支援型地域ケア会議」の充実

８ 計画のポイント 「自立支援・重度化防止」

（高齢者あんしん相談センター）

地域ケア会議

（高齢者あんしん相談センター）

内容まとめ
個々の生活課題・ニーズ
等の整理（集積）
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A

B

C

専門職の介入が必要
（中・重度リスク把握）

すぐに専門職の介入は

必要ないが軽度リスク
は有
（一般介護予防）

元気高齢者

アセスメ
ント
訪問

介護予防

事業の案
内

通所Ｃ等
への
接続

地域リハビリテーション
活動支援事業の活用

実
態
把
握
に
よ
る
調
査
結
果
を
状
態
に
応
じ
て
分
類

①後期高齢者実態把握調査
（７５歳以上で、要介護認定を

受けていない方へアンケー
ト調査を実施）

②心身機能や生
活環境にかかる
リスクの把握分類

③リスクに応じた適切
な支援・情報提供

８ 計画のポイント 「自立支援・重度化防止」

後期高齢者実態把握事業の実施

課題を明らかにし、

解決に向けた目標を

設定
Plan 把握と分析の要素を入れ…

PDCAを短いサイクルで！

サービス提供

Do

基本チェックリスト
＊等

サービス提供の効果を

測定

効果の検証・分析等Check

医療や介護データとの突合
分析

分析・評価を専門機関に委託

新たなサービス構

築Action

サービス内容の検討・

改善

仮説に基づくサービス

検討

定期的に「実態把握・分析」
変化に合わせた適切な目標設定を
意識

実態把握と事業評価サイクルのイメージ
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ご清聴ありがとうございました。

９ おわり



【参考】 介護保険制度の動向
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【出典】「介護保険制度の見直しに関する意見」
令和元年１２月２７日 社会保障審議会介護保険部会

介護保険制度見直しの５つの視点
① 介護予防・健康づくりの推進（健康寿命の延伸）
② 保険者機能の強化（地域保険としての地域のつながり機
能・マネジメント機能の強化）

③ 地域包括ケアシステムの推進（多様なニーズに対応した
介護の提供・整備）

④ 認知症施策の総合的な推進
⑤ 持続可能な制度の構築・介護現場の革新

国の指針における、基礎自治体において
計画に記載を充実させるべき主な事項

①２０２５年・２０４０年を見据えたサービス基盤、人的基盤の整
備

②地域共生社会の実現
③介護予防・健康づくり施策の充実・推進
④有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅に係る都道府
県・市町村間の情報連携の強化

⑤認知症施策推進大綱を踏まえた認知症施策の推進
⑥地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化
の取組の強化

⑦災害や感染症対策に係る体制整備



【参考】 計画の検討プロセス
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施
策
体
系
の
検
討

Ｓ
Ｗ
Ｏ
Ｔ
分
析

（戦
略
の
方
向
性
を
検
討
）

Ｐ
Ｅ
Ｓ
Ｔ
分
析
＊

（外
部
環
境
分
析
）

地
域
特
性
分
析

分析フェーズ調査フェーズ

在宅介護実態調査

要介護認定者調査

介護事業所調査

健康とくらしの調査

後期高齢者実態把握調査

ひとり暮らし高齢者実態調査
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【参考】 各種調査結果 抜粋

回答者数 =

　 428 63.6 28.5 7.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

回答者数 = 272 ％

日用品の買い物

医療機関への受診等

行事への参加

趣味・娯楽

美容室・床屋

その他

無回答

47.8

87.9

14.0

9.2

40.1

9.2

1.1

0 20 40 60 80 100

移動が困難と感じる方の割合と移動が必要な理由

要介護認定者調査 一部抜粋在宅介護実態調査 一部抜粋

○在宅介護実態調査では、主な介護者と本人との関係
として、配偶者と子が８０.３％を占めています。

〇介護者の年齢を見ると、５０代以上が８６.９％となっ
ています。中でも、７０代以上は２５.３％となっており、
老老介護の実態が浮き彫りになっています。

〇在宅生活を続けるに当たり、不安に感じる介護につ
いては、「認知症への対応（３１.９％）」、「移動支援（２
３.４％）」、「入浴介助（２２.３％）」が上位を占めていま
す。
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【参考】 各種調査結果 抜粋

介護事業所調査 一部抜粋

回答者数 =

　 336 28.3 36.0 27.4
3.0

2.1 3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不足している やや不足している 過不足はない やや余裕がある

余裕がある 無回答

人材の過不足状況

回答者数 = 336

 ①新卒

②中途（経験者）

③中途（未経験者）

1.5

8.9

7.1

3.0

25.0

24.7

6.5

29.8

19.0

30.1

23.2

22.3

52.4

8.3

19.6

6.5

4.8

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

確保できている おおむね確保できている あまり確保できていない

確保できていない 採用予定がない 無回答

人材の確保状況

順位

充足しているサービス 不足しているサービス

サービス名
割合

（％）
サービス名

割合

（％）

１ 通所介護 38.7 訪問介護 25.3

２ 福祉用具貸与 29.2 (看護)小規模多機能型居宅介護 24.4

３ 居宅介護支援 21.7 夜間対応型訪問介護 16.7

４ 地域密着型通所介護 13.1 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 15.5

５ 通所リハビリテーション 9.2 介護老人福祉施設 14.3

６ 介護老人保健施設 8.3 訪問看護 11.3

７ 訪問介護 7.4 認知症対応型共同生活介護 9.5

介護サービスの充足状況

回答者数 =

　 336 14.0 82.1 3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在籍している 在籍していない 無回答

外国人介護人材を雇用している事業者の割合
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【参考】 課題の整理

内

部

環

境

強み（Strength）
※市で充実していること（長所）

弱み（Weakness）
※市で課題となっていること（短所）

◆全ての日常生活圏域＊（２１圏域）に高齢者あんしん相

談センター（地域包括支援センター）を整備

◆総合事業の充実

→住民主体による生活支援の担い手団体の増加、医療

専門職との連携による短期集中予防サービスの実施

◆軽度認定者（要支援１・２、要介護１）の割合が高い傾向

◆運動機能の低下、認知機能の低下リスクはいずれも低

い傾向

◆医療専門職の存在（特にリハビリテーション専門職は市

内に約５７０人存在）

◆認知症の人に対する適切な医療・介護の提供

→BPSDケアプログラム、初期集中支援チーム

◆認知症サポーターの養成

→４２,０００人（令和２年度見込み）

◆都内で有数の広域型介護保険施設数

◆充実した介護人材の確保・定着・育成策

→資格取得の支援、介護支援専門員研修

◆介護現場の生産性向上をはかるため、成果連動型ICT

活用促進事業を創設

◆通所介護、福祉用具貸与、居宅介護支援の事業所は

充足

◆施設長会等との連携による福祉避難所の拡大

◆８０５０問題など複雑化した相談に対応する

体制づくり（切れ目のない相談体制）

◆成年後見制度の周知・活用不足

◆多様な通いの場（社会参加の機会）を“見え

る化”できておらず、貴重な地域資源を生か

し切れていない

→福祉、市民活動、生涯学習など各分野で

社会参加活動の情報を保有しているため

情報の一元化が必要

◆高齢者の就労的活動への支援

◆家族サロン、家族会の認知度が低い

◆移動に困難を感じている方の割合が高い傾

向

◆地域密着型サービスの整備

◆訪問系サービスの供給量が不十分

◆要支援１・２におけるサービス実利用率（他

自治体と比較して低い）

◆口腔機能低下者割合と低栄養の傾向割合

がやや高い

◆介護人材の不足感は依然として高く、確保

状況もやや悪化

◆ICT導入など介護現場の生産性向上に向け

た取組が低調

◆高齢者の主観的幸福感はやや低い

外
部
環
境

機会（Opportunity）
※チャンスとなり得る社会・経済環境の変化

脅威（Threat）
※社会的な問題

◆健康寿命は延伸しているが、平均寿命との差は依

然として大きい

◆健康保険法等の一部を改正する法律の施行（令和

元年）

→介護と医療データの連結分析が可能に

◆国の保険者機能強化推進交付金に加え、介護保険

保険者努力支援交付金＊の創設（令和２年）

→介護予防・自立支援を強化

◆介護医療院＊の創設（平成３０年）

→特別養護老人ホームと同様の居住施設が実質的

に増床

◆特定処遇改善加算の創設（令和元年）

→介護職の処遇が大幅に改善

◆ICT、AI、自動運転などテクノロジーの進化

◆認知症施策推進大綱の策定（令和元年）

→「共生と予防」を両輪として推進

◆２０４０年に向けて後期高齢者数

の急増

→介護給付費・医療費の増大

◆生産年齢人口の減少

→介護人材の不足

◆８０５０問題など社会的課題の複

雑化

◆高齢者の就労先の不足

◆認知症の人の社会参加機会の不

足

◆バス路線の廃止による公共交通

空白地の出現や高齢者の免許返

納による移動困難者の増加

◆自然災害の増加

◆新型コロナウイルス感染症による
経済・財政状況の悪化、高齢者
の健康状態への影響



八王子市認知症ＢＰＳＤ
ケアプログラム推進事業

令和３年（2021年）３月12日

福祉部高齢者福祉課

八王子市



経緯

2020年に向けた実行プラン ～ダイバーシティ～

2

東京都認知症とともに暮らす地域あんしん事業

◆日本版ＢＰＳＤケアプログラム推進事業

・ 認知症高齢者の増加を踏まえ、認知症ケアの質の向上を

図るプログラムを普及（2025年までに都内全域で実施）

八王子市（事業開始） 平成30年９月１日

事業実績
平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 合計

募集回数 １回 ２回 １回 ４回

新規参加事業所数 １１事業所 ４６事業所 １９事業所 ７６事業所

うち居宅介護支援事業所数 ９事業所 ９事業所 ９事業所 ２７事業所

アドミニストレーター数 １９人 ６６人 ３４人 １１９人

うち居宅介護支援専門員数 １７人 １６人 １１人 ４４人

※居宅介護支援事業所数には、地域包括支援センター（指定予防介護支援事業所）を含む。
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目的

日本版ＢＰＳＤケアプログラム（概要）

①認知症ケアの充実

②認知症高齢者の人のＱＯＬの向上

行動心理症状をメッセージとして読み解く

◆ステップ１：観察・評価（ケアスタッフ同士で行動の
頻度・重症度を評価し、システムに入力）

◆ステップ２：背景要因の分析（行動の背景にあるニーズ
を分析）

◆ステップ３：ケア計画（ニーズに沿った行動心理症状
への対応の計画を立てる）

◆ステップ４：実行（ケア計画に沿って実行する）

４ステップを繰り返し継続しながら、ケアの質を高めていく。
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専門分野

アセスメント

モニタリング

豊富な人脈（介護サービス事業者との連携）

介護支援専門員のみなさまへ

パーソン・センタード・ケア

今後の動向

全国的な展開

介護報酬化に向けた検討
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重層的支援体制整備事業の実施について

令和３年（２０２１年）３月１２日

八王子市福祉部福祉政策課

令和２年度 介護支援専門員研修 特別研修
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重層的支援体制整備事業について（社会福祉法第106条の4第2項）
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重層的支援体制整備事業について（イメージ）
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重層的支援体制整備事業について（本市の取組み）
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重層的支援体制整備事業について（本市の取組み）

本市が行う重層的支援体制のイメージ


